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	競争参加資格確認申請書
                                                   令和     年    月    日


  契約職  ○日本本部長  殿


                                        住所
                                        会社名
                                        代表者氏名                  印

                                      

令和○年○月○日付けで公告のありました○○市○○浄化センター維持管理業務委託に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。


なお、物品購入等競争参加資格者の選定等に関する達（平成７年達第23号）第２条第１号から６号の規定に該当しない者であること及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。



記



１  入札説明書に定める事業所の確認書類
２　入札説明書に定める業務実績を記載した書面
３  入札説明書に定める配置予定の技術者の資格及び
業務経験を記載した書面
４  入札説明書に定める業務実績の確認書類
５　入札説明書に定める総合評価の評価項目に関する書面

JSにおける一般競争入札参加資格（業種区分）
	業種区分
	等級

	
	





（様式１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(用紙Ａ４)
（様式２）
事業所の確認書

業務名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                会社名　                  


中部地域に本店、支店、常時維持管理の委託契約を締結する事務所がある場合
	事業所の所在地
	【入札説明書に定める事業所の所在地を記載すること
本社、支社（支店）、営業所等の別を記載】



中部地域に本業務対象施設（現有水処理能力66,000m3/日）の１／２以上の施設規模の下水道施設の維持管理業務を実施している場合
	業務概要等
	業務名
	【契約書と同一とする。】

	
	発注者名
	○○市【発注機関の名称とする。】

	
	業務場所
	【契約書と同一とする。】

	
	履行期間
	 　年　月　日 ～    年  月　日

	
	日最大水処理能力
（m3/日）
	

	
	確認資料
	【例：契約書、仕様書、図面等】




※1枚に収まらない場合には、複数枚に渡っても良い。


（様式３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(用紙Ａ４)

業務実績の確認書

業務名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                会社名　　                 

【単体有資格業者又は共同企業体代表者】
	業 務 名
	【契約書と同一とする。】

	発注者名
	○○市【発注機関の名称とする。】

	業務場所
	【契約書と同一とする。】

	履行期間
	 　年　月　日 ～    年  月　日

	受注形態
	【「単体」又は「ＪＶ（出資比率○○％）」と記載すること。】

	業務概要

	日最大水処理能力
（m3/日）
	

	水処理方法
	【水処理方法を記載。】

	確認資料
	【例：契約書、仕様書、図面等】



【代表者以外】
	業 務 名
	【契約書と同一とする。】

	発注者名
	【○○市【発注機関の名称とする。】

	業務場所
	【契約書と同一とする。】

	履行期間
	 　年　月　日 ～    年  月　日

	受注形態
	【「単体」又は「ＪＶ（出資比率○○％）」と記載すること。】

	業務概要
	



	確認資料
	【例：契約書、仕様書、図面等】




※1枚に収まらない場合には、複数枚に渡っても良い。

（様式４－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

総括責任者の資格・業務経験

業務名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                会社名　　　             


	配置予定者の氏名
	□□　□□

	法令による資格
	





	業務経験の概要
	業務名称
	

	
	発注者名
	○○市【発注機関の名称とする。】

	
	業務場所
	【契約書と同一とする。】

	
	履行期間
	　年　月　日～　年　月　日
【従事期間が異なる場合は従事期間を２段書きで記入】

	
	日最大水処理能力
（m3/日）
	

	
	水処理方法
	【水処理方法を記載。】

	
	汚泥処理方法
	【汚泥処理方法を記載。汚泥焼却炉を有する場合は、能力（t/日）を記載。】

	
	職名
	【担当していた職名を記載。】

	
	業務内容
	【運転操作監視業務の実績を記載。】

	
	
	

	
	
	

	確認資料
	【契約書、仕様書、体制表、従事証明書類、業務経歴書等】



申請書提出時において他業務に従事し本業務と重複する場合は、対応措置を記載
	



※1枚に収まらない場合には、複数枚に渡っても良い。

（様式４－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

副総括責任者の資格・業務経験

業務名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                会社名　　                


	配置予定者の氏名
	□□　□□

	法令による資格
	





	業務経験の概要
	業務名称
	

	
	発注者名
	○○市【発注機関の名称とする。】

	
	業務場所
	【契約書と同一とする。】

	
	履行期間
	　年　月　日～　年　月　日
【従事期間が異なる場合は従事期間を２段書きで記入】

	
	日最大水処理能力
（m3/日）
	

	
	水処理方法
	【水処理方法を記載。】

	
	汚泥処理方法
	【汚泥処理方法を記載。汚泥焼却炉を有する場合は、処理能力（t/日）を記載。】

	
	職名
	【担当していた職名を記載。】

	
	業務内容
	【運転操作監視業務の実績を記載。】

	
	
	

	
	
	

	確認資料
	【契約書、仕様書、体制表、従事証明書類、業務経歴書等】



申請書提出時において他業務に従事し本業務と重複する場合は、対応措置を記載
	



※1枚に収まらない場合には、複数枚に渡っても良い。

（様式４－３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

汚泥焼却炉の運転操作監視業務の実務経験を有する者（主任技術者等）の資格・業務経験

業務名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                会社名　　                


	配置予定者の氏名
	□□　□□

	法令による資格
	





	業務経験の概要
	業務名称
	

	
	発注者名
	○○市【発注機関の名称とする。】

	
	業務場所
	【契約書と同一とする。】

	
	履行期間
	　年　月　日～　年　月　日
【従事期間が異なる場合は従事期間を２段書きで記入】

	
	汚泥焼却炉
処理能力（t/日）
	

	
	職名
	【担当していた職名を記載。】

	
	業務内容
	【運転操作監視業務の実績を記載。】

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	確認資料
	【契約書、仕様書、体制表、従事証明書類、業務経歴書等】



申請書提出時において他業務に従事し本業務と重複する場合は、対応措置を記載
	



※1枚に収まらない場合には、複数枚に渡っても良い。
（様式５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

指名停止措置についての通知書

　弊社は、下記業務にかかる競争参加資格確認申請書の提出にあたり令和　　年　　月　　日時点において、中部地域（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県）及び磐田市より指名停止の措置を受けていないことを通知します。
なお、開札の時までに中部地域（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県）及び磐田市より指名停止の措置を受けた場合は、遅滞なく連絡するとともに、開札後に本通知書と異なる事実が判明した場合は、競争参加資格がない者のした入札として、入札公告等に記載された措置を受けることに異存ありません。

記



　業務名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 
  

住所
会社名　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印





（様式６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

受　　領　　書

下記業務に係る競争参加資格確認申請書、総合評価の技術提案書を受領しました。


業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

	令和　　年　　月　　日


日本下水道事業団


（様式７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

提出者連絡先


· 業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 支店名・担当部署　　　　　　　　　　　　　　
· 担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 住所　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　


（様式８－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

提出日　令和　　年　　月　　日
日本下水道事業団
　契約職
　　　　　　　　　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名
代表者氏名　　印


技術提案書の提出について


業務名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



標記業務委託に係る総合評価の技術提案書を提出します。
　




（様式８－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （用紙Ａ４）

技術提案書

業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　号又は名称　　


	技術提案項目
	【入札説明書に記載された技術提案内容毎に記載】
	根拠資料番号
（　　　　）

	●技術提案内容
【具体的かつ簡潔に記載】

●技術提案の根拠
【手法及び技術的な根拠を具体的かつ簡潔に記載】
【必要に応じて、技術提案内容の根拠資料を別途添付する】

●技術提案内容の履行確認方法
【提案された内容の履行確認方法を簡潔に記載】
【必要に応じて、技術提案内容の根拠資料を別途添付する】









作成要領＊

注１）技術提案項目毎に本様式Ａ４サイズ、縦置き、横書き、左綴り片面２枚程度を標準とする。
なお、文字サイズについては10.5又は11ポイントを標準とする。(ゴシックまたは明朝)

注２）根拠資料を添付する場合は、以下に示す項目に留意すること。
根拠資料は、技術提案書を補完する図表、写真、文献の抜粋等のみを記載すること。
　　　ただし、根拠資料等を添付する場合は、必要最低限ものとする。

注３）提案内容は、具体的な根拠を伴い担保・確認ができるものとし、「一般仕様書や特記仕様書による」などの抽象的な記載はしない。

注４）「協議する」、「検討する」、「思われる」、「目標とする」は提案内容の実施を担保するものではないので使用しない。

注５）本様式の電子データ（Microsoft　Word2010形式以下又はExcel2010形式以下で作成）を添付すること（CD-R）。


（様式９）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
質問（回答）書
																		令和　　年　　月　　日	
日本下水道事業団　契約職
〇日本本部長	〇〇　〇〇　殿

			　　　　　　　　　　　　　　住　所
			　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称	
				　　　　　　　　　　代表者役職・氏名	　　　　　　　　　

	業務名	　：		
	閲覧期間　：		　　　　　　　　～令和　　　年　　　月　　　日		
	番号
	質問事項
	回　　答

	1
	　
	　

	2
	　
	　

	3
	　
	　

	4
	　
	　

	5
	　
	　


							
	【注】	1.部　　数	１部					
		2.提出年月日	入札説明書等において指定した受付期間内とする。	
		3.用　　紙	日本工業規格A4判とする。	

（様式１０）

日本下水道事業団
　東日本設計センター企画調整課御中
（FAX  　　-　　　-　　　）

申請書、資料及び技術提案書郵送等連絡書


　下記業務の申請書、資料及び技術提案書を送付したので標記をＦＡＸします。


· 送付年月日	　令和　　　　　年	　　月	　　　日	　　　 
· 業務名									
· 会社名									
· 支店名・担当部署							
· 担当者名								
· 住所		〒							
· 電話番号								
· ＦＡＸ番号								
· メールアドレス								


※　以下の書類貼付欄に必ず「提出期限の前日」が確認できる資料を
貼付のうえ、ＦＡＸしてください。
書　類　貼　付　欄

書留などの「記録郵便物等受領証」又は
「信書便の受付印」貼付欄












